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１　変更理由
　　全国森林計画の策定に伴い計画事項の記載内容等に変更が生じたため、森林法（昭和26年法律第249号）第１０条の５第１項の規定に基づき策定した宮崎市森林整備計画の一部を同法第１０条の６第３項に基づき変更する。

２　変更始期
　　令和４年４月１日から適用する。
３　変更の内容
①「Ⅰ　伐採、造林、保育その他森林の整備に関する基本的な事項」の「２の（2）ア、オ、キ」をつぎのとおり変更する。

Ⅰ　伐採、造林、保育その他森林の整備に関する基本的な事項

　２　森林整備の基本方針

(2) 森林整備の基本的な考え方及び森林施業の推進方策

　　　ア  水源涵養機能           

　　　    ダム集水区域や主要な河川の上流に位置する森林及び地域の用水源として重要なため池、湧水地、渓流等の周辺に存する森林については、水源涵(かん)養機能の維持増進を図る森林として整備及び保全を推進する。

　　　　　具体的には、洪水の緩和や良質な水の安定供給を確保する観点から、適切な保育・間伐を促進しつつ、下層植生や樹木の根を発達させる施業を推進するとともに、伐採に伴って発生する裸地については、縮小及び分散を図る。また、自然条件や市民のニ―ズ等に応じ、奥地水源林等の人工林における針広混交の育成複層林化など天然力も活用した施業を推進する。
　　　　　ダム等の利水施設上流部等において、水源涵(かん)養の機能が十全に発揮されるよう、保安林の指定やその適切な管理を推進することを基本とする。
　　　オ  文化機能

　　　　　史跡、名勝等の所在する森林や、これらと一体となり優れた自然景観等を形成する森林については、潤いある自然景観や歴史的風致を構成する観点から、文化機能の維持増進を図る森林として整備及び保全を推進する。
　　　　　具体的には、美的景観の維持・形成に配慮した森林整備を推進する。また、風致の保存ための保安林の指定やその適切な管理を推進する。
      キ　木材等生産機能

          林木の生育に適した森林で、効率的な森林施業が可能な森林については、木材等生産機能の維持増進を図る森林として整備を推進する。
　　　　　具体的には、木材等の林産物を持続的、安定的かつ効率的に供給する観点から、森林の健全性を確保し、木材需要に応じた樹種、径級の林木を生育させるための適切な造林、保育、間伐等を推進することを基本として、将来にわたり育成単層林として維持する森林では、主伐後の植栽による確実な更新を行う。この場合、施業の集約化や機械化を通じた効率的な整備を推進することを基本とする。
②「Ⅱ　森林の整備に関する事項」の「第１の２オ」をつぎのとおり変更する。
第１　森林の立木竹の伐採に関する事項（間伐に関する事項を除く。）

　２　立木の伐採（主伐）の標準的な方法

    　       

　　　オ　高性能林業機械等による伐採・搬出に当たっては、「環境に配慮した高性能林業機械の作業システム指針」（平成20年３月宮崎県環境森林部）及び「宮崎県伐採、搬出及び再造林ガイドライン（平成30年11月28日宮崎県森林経営課）」に基づき、地形、地質等を十分考慮し、山地の崩壊や土砂の流出などの災害の未然防止を図るよう留意するものとする。

③　「Ⅱ　森林の整備に関する事項」の「第２の１、２、３」をつぎのとおり変更し、「３の(1)」追加する。
第２  造林に関する事項 

　１　人工造林に関する事項

　　　　人工造林については、植栽によらなければ適確な更新が困難な森林や公益的機能の発揮の必要性から植栽を行うことが適当である森林のほか、木材等生産機能の発揮が期待され、将来にわたり育成単層林として維持する森林において行うものとする。

(1) 人工造林の対象樹種

 　 　　人工造林に当たっては、適地適木を旨とし、郷土樹種も考慮に入れて、気候、地形、土壌等　の自然条件等に適合するとともに、木材需要にも配慮した樹種を選定することとする。

     　また、伐採が終了しておおむね２年以内に、効率的な施業実施の観点から、技術的合理性に基づき、現地の状況に応じた本数の苗木を植栽することとし、コンテナ苗の活用や伐採と造林の一貫作業システムの導入に努めることとする。

      　なお、苗木の選定については、成長に優れた特定苗木等や少花粉スギ等の花粉症対策に資する苗木の増加に努めることとする。

　　　　 広葉樹造林に当たっては、「宮崎県における広葉樹等の造林に関する調査報告書（1996年３月宮崎県林業総合センター）」等を参考として、地域の自然条件等に適合した樹種を選定するものとする。

	区　　分
	針広葉樹別
	樹　　　種　　　名

	人工造林の対象樹種

	針葉樹
	 スギ、ヒノキ、クロマツ、カヤ、モミ、イチョウ、イヌマキ

	
	広葉樹

	 クヌギ、ナラ、カシ類、ケヤキ、ホオノキ、ヤマグワ、センダン、クスノキ、タブノキ、シイノキ、マテバシイ、ミズメ、ヤマザクラ、イヌエンジュ、クリ、カエデ類



　　　　上記以外の樹種を選定する場合は、森林総合監理士（フォレスター）や林業普及指導員又は当市（町、村）の林務担当部局等と相談のうえ、適切な樹種を選定することとする。

(2) 人工造林の標準的な方法　　

　　ア　人工造林の樹種別及び仕立ての方法別の植栽本数

　　　　植栽本数については、施業の効率化や地位等の自然条件を踏まえ、既往の植栽本数や保安林の指定要件を勘案して、仕立ての方法別に１ヘクタール当たりの標準的な植栽本数を植栽するものとする。また、活着が良く成長に優れた特定苗木等による低密度植栽に努める。
　　　　複層林化を図る場合の樹下植栽については、標準的な植栽本数に下層木以外の立木の伐採率（材積による率）を乗じた本数以上を植栽するものとする。
	　　　　
　　　　
　　　　
　　

	樹　　種
	仕立て方法
	植栽本数（本/ha）
	備　　　考

	
	  　ス　　ギ　
	   中庸仕立て
	2,000 ～ 3,000
	

	
	  　ヒ ノ キ　
	   中庸仕立て
	2,500 ～ 3,500
	

	
	  　ク ヌ ギ　
	   中庸仕立て
	3,000 ～ 3,500
	


　　　　ここに定められた標準的な植栽本数の範囲を超えて植栽しようとする場合は、森林総合監理士（フォレスター）や林業普及指導員又は当市（町、村）の林務担当部局等と相談の上、適切な植栽本数を選定することとする。

　　イ　その他人工造林の方法

	区　　分
	標　準　的　な　方　法

	地ごしらえの方法

	　伐採木及び枝条等が植栽や保育作業の支障とならないように整理することや、林地の保全に配慮するものとする。
　また、高性能林業機械による伐採・搬出作業を同時並行して地拵えや植栽を行う伐採と造林の一貫作業システムの導入など作業工程の効率化に努めるものとする。

	植え付けの方法

	　気候その他の自然条件、既往の植付け方法等を勘案して植付け方法を定めるとともに適期に植え付けるものとする。
　また、施業の効率化や植栽時期の自由度が高いコンテナ苗の活用についても取り組むものとする。

	植栽の時期

	　苗木の活着と成長が図られるよう、適期、通常は春に植栽するものとする。
　なお、コンテナ苗はついては、その特性から植栽時期の分散を推進するものとする。



(3) 伐採跡地の人工造林をすべき期間　　

　　　森林の有する公益的機能の維持及び早期回復並びに森林資源の造成を図る観点から、３に定める植栽によらなければ適確な更新が困難な森林に指定されている森林の更新など、人工造林による更新は、皆伐による伐採跡地については、当該伐採が終了した日を含む年度の翌年度の初日から起算して２年以内に更新を完了するものとする。

　　  択伐による伐採に係るものについては、伐採による森林の公益的機能への影響を考慮し、伐採が終了した日を含む年度の翌年度の初日から起算して５年を越えない期間に更新を完了するものとする。

　　　なお、保安林にあっては、その保安林に定める指定施業要件に従い植栽するものとする。

　２　天然更新に関する事項

　　　天然更新については、前生稚樹の生育状況、母樹の存在など森林の現況、気候、地形、土壌等の自然条件、林業技術体系、周辺の伐採跡地の天然更新の状況等から見て、主として天然力を活用することにより適確な更新が図られる森林において行うものとする。

(1) 天然更新の対象樹種

	天然更新の対象樹種


	「宮崎県天然更新完了基準」（平成19年10月宮崎県環境森林部、附属資料２、以下「天然更新完了基準」という。）によるものとする。

	
	ぼう芽による更新が可能な樹種


	天然更新完了基準によるものとする。




３　植栽によらなければ適確な更新が困難な森林に関する事項
      ぼう芽更新に適した立木や天然下種更新に必要な母樹の賦存状況、天然更新に必要な更新樹種の立木の生育状況、林床や地表状況、病虫獣害などの被害の発生状況、当該森林及び近隣の森林における主伐箇所の天然更新の状況その他の自然条件及び森林の早期回復に対する社会的要請等を勘案して定めるものとする。　
(1) 植栽によらなければ適確な更新が困難な森林の基準

　　　地域森林計画で定める「植栽によらなければ適確な更新が困難な森林に関する指針」に基づき、主伐後の適確な更新を図るため、現況が針葉樹人工林であり、母樹となり得る高木性の広葉樹林が更新対象地の斜面上方や周囲100m以内に存在せず、林床にも更新樹種が存在
しない森林を基本とする。

　　　ただし、Ⅳの１の保健機能森林の区域内であって森林保健施設の設置が見込まれるものは除く。

④　「Ⅱ　森林の整備に関する事項」の「第３の３、４」をつぎのとおり変更する。
第３　間伐を実施すべき標準的な林齢、間伐及び保育の標準的な方法その他間伐及び保育の基準

      間伐及び保育は、これまで造成してきた人工林を健全な状態維持していく上で必要不可欠な作業である。このため、地形、気象等の自然条件、森林資源の構成、森林に対する社会的要請等を勘案し、間伐及び保育に関する事項を定めるものとする。
　３　その他必要な事項
　　　上記１及び２によるほか、特に次に示す点に留意することとする。
　　　○　間伐
　　　　　林冠が隣り合わせた樹木の葉が互いに接して葉の層が林地を覆ったようになり、うっ閉（樹冠疎密度が10分の８以上）し、立木間の競争が生じ始めた森林において、主に目的樹種の一部を伐採するもので、伐採率（材積率）は35％以下であり、かつ、伐採が終了した日を含む年度の翌年度の初日から起算して５年後にその樹冠疎密度が10分の８以上に回復するよう行うものとする。
　　　　　路網整備の遅れにより間伐が十分に実施されていない地区の人工林については風害に

　　　　留意し、間伐の繰り返し期間を５年程度として、実施することとする。

　　　　　間伐に当たっては、森林資源の質的向上を図るとともに、適度な下層植生を有する適正な林分構造が維持されるよう、適切な伐採率により繰り返し行う。特に高齢級の森林における間伐に当たっては、立木の成長力に留意する。また、施業の省力化・効率化の　　　　 観点から、列状間伐の導入に努める。
　　　○　下刈
　　　　　標準的な方法に示す林齢を超える森林についても、植生の繁茂状況に応じて追加して行うこととする。また、雑草木の繁茂が著しく、造林木の成長に悪影響を及ぼす場合は、２回刈りを行うものとする。

　　　○　つる切り
　　　　　つる類の繁茂の著しい、沢沿いの箇所については、必要に応じ、２～３年に１回、立木の生育に支障をきたさないよう実施すること。

　　　○　除伐
　　　　　目的外樹種であっても、その生育状況、公益的機能の発揮及び将来の利用価値を勘案し、
有用樹種は保存し育成するもとする。

· 　鳥獣被害対策

 鳥獣被害対策については、野生鳥獣による樹木等の被害が見込まれる森林において、目

　　　　 的樹種の成長を阻害する野生鳥獣を防除するため、施業と一体的に行う防護柵等の鳥獣害防止施設等の整備や捕獲等を行うこととする。

４　その他必要な事項
　　　局地的森林の生育状況の差違等を踏まえ、必要に応じて、１又は２の「標準的な方法」に従って間伐又は保育を行ったのでは十分に目的を達成することができないと見込まれる森林については、生育状況に応じた間伐又は保育の方法を決定するものとする。

　　　
⑤　「Ⅱ　森林の整備に関する事項」の「第４の２」をつぎのとおり変更する。
第４　公益的機能別施業森林等の整備に関する事項

　２　木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林の区域及び当該区域にお　　ける施業の方法

　 (1)　区域の設定

　　　　林木の生育に適した森林、林道等との開設状況や経営管理実施権の設定見込み等から効率的な施業が可能な森林、木材等生産機能が高い森林で、自然条件及び社会条件等から一体として森林施業を行うことが適当とめられる森林など木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業をすべき森林について、必要に応じて定めるものとする。

　　　　この際、区域内において１の機能と重複する場合には、それぞれの機能の発揮に支障がないように定めるものとする。

　　　　具体的には、森林毎の地位指数と地利級によって算定された１等地及び２等地に区分された森林を区域として設定するものとする。
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地位：土壌型や表層地質、標高等を基礎にスコア表を作成し判定

    　　地利：路網からの距離から３つに区分

　　　　また、木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林の区域のうち、林地生産力が高く、傾斜が比較的緩やかで、林道等や集落からの距離が近い森林等を「特に効率的な施業が可能な森林」として、必要に応じて定めるものとする。この際、人工林を中心とした林分であるなど周囲の森林の状況を踏まえるとともに、災害が発生するおそれのある森林を対象としないよう十分に留意するものとする。

　　　　具体的には、林班単位で人工林が過半、かつ、木材等生産機能がＨの森林が過半、かつ、林班の傾斜区分の平均が緩又は中、かつ、路網等からの距離が200m未満の森林等から設定するものとする。ただし、災害が発生する恐れのある森林を除く。
　 (2)　施業の方法   

　　　　森林の公益的機能の発揮に留意しつつ、路網整備、森林施業の集約化・機械化等を通じた効率的な森林整備を推進する。

　　　　また、計画的な伐採と植栽による確実な更新を推進し、多様な木材需要に応じた持続的な木材生産が可能となる資源構成になるよう努めることとする。

　　　　なお、特に効率的な施業が可能な森林の区域のうち、人工林については、原則として皆伐後には植栽による更新を行うこととする。   
【別表１】

	区　　　　　　分
	森　林　の　区　域
	面　積（ha）

	水源の養の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林
	
	1,364.3 ha

	水源の養の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林に準じる森林
	
	79.44 ha
　　　

	土地に関する災害の防止及び土壌の保全の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林
	
	315.80 ha


	快適な環境の形成の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林
	
	424.56 ha

	保健文化機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林
	
	758.42 ha


	その他の公益的機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林
	
	          0 ha


	木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林
	
	  17,544.70 ha 

	
	
	

	
	特に効率的な施業が可能な森林
	該当なし


	  　　　　0 ha


⑥　「Ⅱ　森林の整備に関する事項」の「第７の１、３(1)のア」をつぎのとおり変更する。
第７　作業路網その他森林の整備のために必要な施設の整備に関する事項

　　　木材の搬出を伴う間伐の実施や多用な森林への誘導等に必要な森林施業を効果的かつ効率的　　に実施するため、一般車両の走行を想定する「林道」、主として森林施業用の車両の走行を想     定する「林業専用道」、集材や造材等の作業を行う林業機械の走行を想定する「森林作業道」     からなるものとする。その開設については、森林の整備及び保全、木材の生産及び流通を効果的かつ効率的に実施するため、傾斜等の自然条件、事業量のまとまり等地域の特性に応じて、環境負荷の低減に配慮しつつ推進するものとする。
　　　その際、高性能林業機械開発の進展状況等も考慮しながら、下表を目安に、傾斜区分と導入を図る作業システムに応じた目指すべき路網整備の水準を踏まえつつ、林道（林業専用道を含む。以下同じ。）及び森林作業道を適切に組み合わせて整備（既設路網の改良を含む。）するものとする。

　１　効率的な森林施業を推進するための路網密度の水準及び作業システムに関する事項

効率的な森林施業を推進するため、傾斜区分に応じた路網密度及び作業システムを構築することとし、下表を目安として林道（林業専用道を含む。以下同じ。）及び森林作業道を適切に組み合わせて整備するものとする。

	    区　　　　分


	   作業システム


	    路　　網　　密　　度（ｍ／ha）     

	
	
	  基幹路網 
	 細部路網 
	  合　　計 

	緩傾斜地(０°～15°)
	車両系作業システム
	   ３０以上
	  ８０以上
	 １１０以上

	中傾斜地(15°～30°)


	車両系作業システム
	   ２３以上
	  ６２以上
	   ８５以上

	
	架線系作業システム
	   ２３以上
	    ２以上
	   ２５以上

	急傾斜地(30°～35°)


	車両系作業システム
	   １６以上
	  ４４以上
	   ６０以上

＜５０＞

	
	架線系作業システム
	   １６以上
	    ４以上
	   ２０以上

＜１５＞

	急峻地(35°～　　)


	架線系作業システム


	     ５以上


	        －


	     ５以上




               　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　

　　                                          

　３　作業路網の整備に関する事項

　 (1)　基幹路網に関する事項

　ア　基幹路網の作設にかかる留意点

　　　　安全の確保、土壌の保全等を図るため、適切な規格・構造の路網の整備を図る観点等から、

「林道規程」（昭和48年４月１日付け48林野道第107号林野庁長官通知）又は、「林業専

用道作設指針」（平成22年９月24日付け22林整整第602号林野庁長官通知）を基本とし

て、宮崎県が定める「宮崎県作業道等開設基準」（平成20年３月宮崎県環境森林部）等に則

り開設することとする。
イ　基幹路網の整備計画

　　　　基幹路網の開設に当たっては、自然条件や社会的条件が良好であり、将来にわたり育成単層林として維持する森林を主体に整備を加速化させるなど、森林施業の優先順位に応じた整備を推進ものとする。

単位　延長：ｋｍ　面積：ｈａ
	開設／

拡張
	種類
	区分
	位置
	線名
	延長(km)及び

箇所数
	利用区

域面積


	うち

前半

５年分
	対図

番号


	備考



	開　設
	自動車道
	
	宮崎市
	白浜
	0.2
	40ha
	
	23000
	

	
	
	
	
	塩鶴・伯田
	0.1
	120ha
	
	23001
	

	
	
	
	
	椎屋形・搾木橋
	0.2
	233ha
	
	23002
	

	
	
	
	
	清武・北郷
	0.1
	25ha
	
	23003
	

	
	
	
	
	尾谷
	0.1
	42ha
	
	5202
	

	
	
	
	
	片井野天神
	0.5
	147ha
	
	23004
	

	
	
	
	
	西平
	0.1
	51ha
	
	4250
	

	
	
	
	
	仮屋原
	0.1
	21ha
	
	23005
	

	
	
	
	
	門石・唐仁田
	0.2
	42ha
	〇
	23006
	

	
	
	
	
	松阪・仁田尾
	1.6
	800ha
	
	23007
	

	
	
	
	
	永迫
	0.2
	50ha
	
	5204
	

	
	
	
	
	柿谷
	0.1
	91ha
	
	4218
	

	
	
	
	
	荒平
	0.1
	68ha
	
	23008
	

	
	
	
	
	小椎屋
	0.5
	31ha
	
	23009
	

	
	
	
	
	梁瀬・田中
	0.2
	39ha
	
	23010
	

	
	
	
	
	松ヶ八重
	0.2
	123ha
	
	23011
	

	
	
	
	
	加納・船引
	0.5
	75ha
	
	23012
	

	開設計
	
	
	
	17箇所
	5.0km
	
	
	
	


⑦　「Ⅱ　森林の整備に関する事項」の「第８の１、２」をつぎのとおり変更す

第８　その他必要な事項

　１　林業に従事する者の養成及び確保に関する事項

　　本市（町、村）の林家の大部分は経営規模が５ha未満の小規模所有者であり、また、保育対象齢級の森林が多いことから、林業経営の採算性を維持することは困難である場合が多い。

　　従って、森林の施業又は経営の長期委託や、森林施業の共同化・合理化を進めるとともに、林道、森林作業道等の路網整備による生産コストの低減及び労働強度の低減を図ることとする。

　　また、伐採時期を迎える森林においては、高性能林業機械の積極的な導入により、作業の合理化及び効率化に努める一方、森林組合の作業班を拡充することにより、各種事業の受委託拡大及び労務班の雇用の通年化と近代化に努めることとする。

　　　なお、林業労働者及び林業後継者の育成及び確保方策は次のとおりとする。

　　○　林業従事者の養成・確保

　　　　就業相談会の開催や就業体験等の実施、「みやざき林業大学校」における技能・技術の習得のための計画的な研修の実施等による新規就業者の確保や、現場技能者に対する知識・技術の習得のための研修や高性能林業機械オペレーターの養成研修の実施など段階的かつ体系的な人材育成に努めるものとする。現場作業の省力化や効率化、軽労化に向けた資機材導入等や労働安全対策の強化等による労働環境の改善に努めるものとする。

　　　　また、林業研究グループ等の先導的活動への支援や経営・技術等に関する研修の実施等により、経営感覚に優れた地域の次の世代を担う林業後継者の育成に努めるものとする。

　　　○　林業事業体の育成強化

　　　　森林組合や素材生産業者などの林業事業体を育成強化するため、「林業労働力の確保の促進に関する法律」に基づき意欲ある事業体の認定を行うとともに、認定した事業体に対して宮崎県林業労働機械化センターによる高性能林業機械の貸与や事業量の安定的確保、生産性の向上などの事業合理化や雇用改善等を推進するものとする。
　　
　２　森林施業の合理化を図るために必要な機械の導入の促進に関する事項

　　本市（町、村）の森林は、主伐期を迎える人工林が急速に増大している。また、林業従事者の減少及び高齢化が続く中、生産性の向上及び労働環境の改善を図ることが必要となっており、林業機械の導入及びその有効活用を更に進めることは重要な課題である。

　　なお、高性能林業機械の使用にあたっては、特に林地の保全に留意するとともに、宮崎県が作成した「環境に配慮した効率的な高性能林業機械の作業システム指針」（平成20年３月宮崎県環境森林部）、及び「宮崎県伐採・搬出及び再造林ガイドライン」等を参考にすることとする。

　　　

